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新しい公共の場づくりのためのモデル事業
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本事業は、再生可能エネルギーの普及により、低炭素社会を実現し、その原資となる寄付環境

を整備することで、持続可能な青森県の構築を目指すものである。太陽光発電システムなどの設置支援に充

て、設置件数を増やすことを目的とする。

その実施体制の構築と制度設計をおこない（１年目）、設置支援とＰＲを実施する（２年目）。

■実施組織の発足
青森県内４６社（２０１３年３月末現在）が参加する「青

森県太陽光発電システム優良施工研究会」を実施組織とす

ることで合意した。

会 長　佐々木登氏（有限会社佐々木電気工事代表取締役）

副会長　嶋脇隆司氏（株式会社長勝板金工業代表取締役）

■ソーラー発電と笑顔を贈るプロジェクト「ソラのわ」
社会福祉施設への経済的な支援のための太陽光発電システ

ムを無償提供し、また、地球環境、エネルギー問題に貢献

するプロジェクト「ソラのわ」を実施した。

「ソラのわ」では、自立支援法により補助が入所者数単位

となり小規模作業所は経営的に大変であることから、小規

模作業所へ太陽光発電システムを無償提供することとし

た。

八戸市社会福祉協議会提供の「障害福祉サービス（訪問系サービス）事業者一覧」から２９施設を候補と

して調査を開始し、提供資料と現地調査に基づき、最終的に八戸市湊高台にある就労継続支援Ｂ型事業所

「大輪」を提供先として選定した。

平成２５年３月５日より、屋根工事、取付工事、電気工事を行い、３月１４日には太陽光発電システムの

設置を完了し、同年３月末より発電開始して、データを継続的にとり、福祉施設への経済的なメリットや

地球環境負荷の低減効果などの評価や確認を行った。

特定非営利活動法人循環型社会創造ネットワーク、青森県環境生活部環境政策課、株式会社テラソ

ル、株式会社近田会計事務所、株式会社長勝板金工業

事業概要

補助金額

事業体名

構成員名

住 所　〒０３１ー００８１　青森県八戸市柏崎２−７−１４　オフィス R １F
電話番号　０１７８ー４１−２４００

主な事業内容と成果

新しい公共による再生可能エネルギー普及促進モデル事業
事業名

「新しい公共による再生可能エネルギー普及促進モデル事業」協議体

平成２３年度 平成２４年度 計

２４，３９９，０２２ ４，６８１，０２２ ７，１２０，９２４円
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目的に必要な費用の他に、資金を集めるコストや負担が大きい。資金提供者（企業）

にとって、損金扱いは難しい（寄付はもちろん、協賛金や広告費扱いになるかも税務署判断）。集金が目的

に必要な金額を下回った場合、社会問題になる。提供を受ける施設側も寄付の処理が面倒（固定資産との判

断も）。先にお金を集めるのは、寄付者の理解が得られにくいので、何より実態（実際の設置）を先行させ、

成果を広く普及し理解を得るようにした。設置作業を研修の場として位置づけ、メーカー等の研修を実際の

現場（福祉施設）で受ける。研修参加者からは研修費を徴収し、研修費で研修部材を購入。メーカーは研修

の一環として材料提供（あるいは技術開発費）。その後も福祉施設の太陽光発電システムと工事状況を検証。

研修に使った発電設備一式（保証付き）が福祉施設に残るように工夫をした。

引き続き、研究会の活動として継続を検討。協力メーカーと継続的なプロジェクト・スキームを

相談中。例）会員による太陽光発電システムの販売を行い、収益の一部をプロジェクトに還元する。他のモ

ジュールメーカーや架台メーカーに協力を依頼中。青森市や弘前市など、他地域での設置も検討。

今年度制作するＰＲ資材や映像の放映を通じて、県民に普及し、より多くの県民、事業者が参加しやすい環

境を整える。

今後の展望

工夫や苦労をした点

太陽光発電システム概要

３．６ｋＷカネカ製ＧＬＡＮＳＯＬＡ（薄膜シリコン）

経済的メリットの試算

年間使用電力量　　　　　　　　　　１０，８９１ｋＷｈ  ・・・・・  （Ａ）

年間発電量 　　　　　　　　　　３，３１４．９１ｋＷｈ・・・  ・  （Ｂ）

２３０ｋＷｈを超える単価　　　　　　　　２８円６６銭・・・・・（Ｃ）

資料電力量に占める発電量の割合　　（Ｂ）／（Ａ）＝ 約３０．５％

節減電力料金　　　　　　　　　　　（Ｂ）×（Ｃ）＝ ９５，０９１円／年

• 施設ではハンカチのアイロンがけ作業等により日中の消費電力が大きいので、使用電力量の削減に期

待しており、職員も利用者も太陽光発電システムの設置をとても喜んでいます。

• 当施設はオール電化なので、照明から暖房から、その点で使われていくんですが、一番は利用者さん

が作業で行っているハンカチのアイロンがけに使われていく、というのがやっぱり自分たちにとって

は望ましいことなので、その点に期待しています。職員も利用者もとても喜んでいるところであります。

■太陽光発電システム利用者の声

この事業により、福祉施設

の経済メリットについて

は、年間約９〜１０万円の

電気代を節減することがで

きる見込み。

研究会

福祉施設

太陽光
発電カネカ

ソーラー
販売㈱

八戸市
社会福祉
協議会

協力
会員

③システム提供、システム保証

④施工および研修、工事保証

②候補施設の現地調査、対象施設の選定、調整

⑤システム・施工無償提供発電・売電

①対象施設リストの提供

④
カ
ネ
カ
ー
D
発
行

協
力
・
連
携

■実施体制
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海域環境や漁場の保全及び再生に有効な「藻場づくり」を普及させるため、行政・企業・ＮＰＯ

等・専門家が連携し、藻場の造成（移植）・維持管理・保全・修復方法等の研究と、これら取り組みを持続

可能なものとする循環（連携）システムの構築、更に多くの市民に関心を持っていただくように啓発活動に

取り組む。

■アマモ類の効果的種苗生産技術の研究
発芽率の低いアマモ類の発芽率を上げる試験

を地方独立行政法人青森県産業技術センター

水産総合研究所と協同研究した。

平成２３年度、水産総合研究所提供のスゲア

マモの種子を水槽に播種したところ、大雪の

影響により水槽機能が停止したが、雪解け後

間もなく水槽機能が回復し、約１ヶ月後には

従来の定説を上回る発芽率（約５０％）が確

認された。

平成２４年度は、それを踏まえ同じ条件で検

証する予定としていたが、水槽移設の関係か

ら同様の規模での研究が困難となったため、①小規模な水槽を用意し、砂を敷き播種してから海水を投入

し春まで外に放置しておく手法、及び②前年度、厳寒の中に種子が埋もれていた事により発芽率が向上し

た可能性が示唆されたため、冬期間冷凍室へ保管し雪解けとともに水槽へ播種する手法の２つの方法で検

証を行い、生産技術の基礎となる部分の確認ができた。

■アマモ類の種苗育成技術の開発・供給までの保存技術の確立
陸上水槽でのアマモの発芽株や株分けによる好適培養条件の試験、また、移植までの期間、水槽や海中で

アマモ類種苗を保存する条件を調べ、安定的にアマモ株を供給できる天然アマモ場を調査し、供給システ

ムの確立を目指した。

平成２３年度、平成２４年度と平内町から採取した天然スゲアマモ及び平成２３年度に陸上水槽で生産さ

れた種苗を、砂を敷き詰めたコンテナボックスに移植し青森市漁港内に保存し、より効率的な保存技術の

確立に努めた。

特定非営利活動法人海の里づくり、青森県農林水産部水産局漁港場整理課、青森市漁業協同組合、

横浜町漁業協同組合

事業内容と成果

事業概要

構成員名

事業体名

事業名
藻場づくり応援事業

藻場づくり応援協議体
住 所　〒０３０ー０８０３　青森市安方２−９−１３
電話番号　０１７ー７２２ー３４７１　

補助金額
平成２３年度 平成２４年度 計

５，８３８，０４７ ２，５８０，８４９ ８，４１８，８９６円

平成24年6月12日（火） 藻場づくり応援事業 陸上水槽アマモ種苗生産研究 発芽確認 
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事業では、生きものを扱ったため、丁寧に扱うという点に常に注意するよう心がけた。

多くの県民・市民に藻場づくりに対する関心を持っていただくため、啓発活動のツールとしてパンフレット

を作成した。パンフレットは、教師・児童を巻き込むことで父兄への波及効果が高まることが期待できるた

め、小学４、５年生の授業でも活用可能な内容になるよう工夫した。

官民連携事業のため、それぞれが持っている情報ネットワークを活かして、同様の問題を抱え

ている国内外の漁場等へも展開を図り、本事業で得られた研究成果等のノウハウを提供していくことで、持

続的な運営の実現に寄与し、地球規模での環境向上に貢献していく。

また、アマモ場造成事業について、賛同いただける企業と連携することで活動の活性化を図り、今後はパン

フレットの配布・説明や海の体験イベントや勉強会を通じてアマモ場への関心を深め、企業と連携しつつ、

市民・県民の手で気軽にアマモ場造成事業に参加できるようなシステムを構築し、大規模な市民・県民運動

につなげていく。

今後の展望

工夫や苦労をした点

■アマモ類種苗の移植の実証と種苗取り扱い技術開発・行政では補えないアマモ場の状況調査やアマモ場の
維持管理
行政が実施したアマモ場造成を民間で効果的に維持・管

理する手法の開発を目指し、「漁港周辺の藻場づくり事

業」で造成した藻場の追跡調査を、前年度から引き続き

青森漁港／横浜漁港で３回行った。

青森漁港では、移植したスゲアマモが当初から生育して

いたモノと混ざり合い観測が困難になっていたが、最

後に移植したスゲアマモは良好に生育していた。また、

１２月と２月の調査結果では稚ナマコの生息が見られ

た。

横浜漁港では、一部で船のスクリューによる洗掘が見ら

れたが、スゲアマモは良好な生育状態が保たれていた。また、前年度同様ナマコやアイナメなどの水産動

物の生息も確認された。

■藻場の役割と重要性の啓発

「むつ湾のゆりかご　アマモの森」という

啓発用パンフレットを作成し、小学生・高

校生に配布し、説明を行った。また、関係

施設へ配布・展示し、多くの市民への啓発

活動を行った。平成２４年９月には小学生

向けにアマモ類や水産生物と直接触れ合う

体験イベントを実施した結果、盛況に終わ

り、今後も続けていく気運が醸成された。

ＮＰＯ法人
海の里づくり

青森県農林水産部
水産局漁港場整理課

青森市漁業共同組合
横浜町漁業共同組合

杉山建設工業㈱、㈱細川産業、志田建設㈱、㈱マック、
(独行)青森県産業技術センター、(公財)みちのく北方漁船博物館

藻場提供、助言

支援団体

助言、体験イベント実施

事業実施、管理、
連絡調整

■実施体制
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家庭における環境配慮行動を促進するため、モデル世帯への働きかけとカウンセリング等によって、

家庭における取組の課題等を見出し、未だ行動に踏み出せない家庭に対する新たな取組の方向性を探る。ま

た、家庭でできる最も身近な震災復興支援として▲１５％の節電を呼びかけ、節電体験募集を契機に家庭の

環境配慮行動への気付きを促進する。

■キッズ to ファミリー「うちエコ」促進事業

' 子どもから大人への普及 ' をキーワードとし、子どもを「うちエコ（家庭での環境配慮行動）」促進の仕

掛人とすることによって家族が楽しみながら「うちエコ」に取り組める事業を展開した。

うちエコワークショップ開催日程

■ご近所のエコぢから！普及事業

' うちエコは家庭同士で情報共有 ' をキーワードとし、各

家庭のライフスタイルに合ったエコアクションを進める

ため、マニュアルからではなく、同じ立場の家庭の取組

を知る機会を提供することによって、新たな「うちエコ」

のヒントやアイディアを知り、取組への気運醸成を図る事

業を展開した。

大人を対象とした「エコ端会議」を開催し、参加者をモデ

ル世帯として２ヵ月の取組実践後、取組報告により効果測

定を行った。

エコ端会議開催日程

生活協同組合コープあおもり、特定非営利活動法人青森県環境パートナーシップセンター、特定非営

利活動法人ＥＣＯリパブリック白神、特定非営利活動法人循環型社会創造ネットワーク

青森県環境生活部環境政策課

日 時 会 場 参 加 者

平成２４年　９月２９日 ねぶたの家「ワ・ラッセ」交流学習室２ 小学生とその保護者１４名（６世帯）

　　　　　１１月１７日 青森市油川市民センター 小学１〜２年生２４名

　　　　　１１月２８日 青森市油川中学校 中学１〜２年生１９名

日 時 会 場 参 加 者

平成２４年　９月１５日（土） グラン城東 １３名

　　　　　　９月２８日（金） 五所川原市民学習情報センター視聴覚室 １１名

　　　　　１０月　２日（火） アピオあおもり保健指導室 １６名

事業名

事業体名

構成員名

事業概要

事業内容と成果

新しい公共による家庭の環境配慮行動促進モデル事業

新しい公共による家庭の環境配慮行動促進モデル事業協議体
住 所　〒０３０ー０８６１　青森長島１−１−１
電話番号　０１７ー７３４ー９２４１　

補助金額 平成２３年度 平成２４年度 計

４，２１９，９７７ ５，３８０，６１３ ９，６００，５９０円
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キッズ to ファミリー「うちエコ」促進事業では、子供のみの参加の場合、家庭での取

り組みの場合家族の協力が不可欠であることから、参加した子供に保護者宛ての文書を配布し、ワークショッ

プの趣旨説明や１ヶ月間の取り組みについて協力依頼をすることで、子供がエコ活動に取り組みやすくなる

よう工夫をした。ご近所のエコぢから！普及事業では、生活の智恵や、節約からエコにつながるなど、生活

を基盤に話しが進むよう、井戸端会議形式でいろんな意見を引き出す工夫をした。特にワークショップ形式

の事業では、その場限りではなく、その後の実践までフォローアップする体制というのは家庭でのエコな取

り組みを促進する有効な手段となった。

モデル事業としては、２ヵ年で終了することになるが、協議体としての連携体制を継続させ

る方向で検討している。取組としては、「うちエコワークショップ」及び「エコ端会議」開催のプログラム

やノウハウを生かし、学校や地域等から要望があった場合は実施することも可能であるほか、エコ得あつま

るサイトについては、定期的な情報収集を行いながら継続させることが可能である。

また、協議体構成団体が主催する取組への協力や参加など、相互に連携していくほか、子どもへの環境教育

や、家庭の環境配慮行動促進のための新たな取組についても模索していきたいと考えている。

■「エコ得あつまるサイト」構築事業

' 楽しんで得して取り組めるのが一番 ' をキーワードとし、エコアクションによって「お得感」が得られ

るような仕組みとして、様々な主体が行っているエコアクションで得する企画やキャンペーンを一つにま

とめたサイトを作成し、家族間で楽しみながらエコアクションに取り組む契機とした。

エコ得あつまるサイト　http://www.coopaomori.com/ecotoku_atumaru.html

　　　　　１０月　２日（火） 十和田南公民館第１研修室 ３６名

　　　　　１０月　４日（木） 八戸市福祉公民館手話研修室 １２名

　　　　　１０月１４日（土） アウガ企画ワーク室３ １４名

　　　　　１０月１８日（木） 青森市油川市民センター ３２名

　　　　　１１月２１日（水） コープあおもりむつセンター ７名

　　　　　１２月　１日（土） 青森市油川市民センター ２９名

工夫や苦労をした点

今後の展望

■参加者の感想

• おうちの人もいっしょにがんばってくれたので、エコを続けることが楽しくなってきた。これからも

続けたい。

• 子どもに言われると、大人も一緒にがんばらなくちゃと、改めてエコの意識を高めることができた。

• エコ端会議に参加して、家族の中でも少しずつエコの取組が定着した。これからもエコと節約にがん

ばってみようと思った。

■実施体制

コープあおもり

青森県環境政策課 モデル世帯、参加世帯、
コープあおもり組合員

ＮＰＯ法人青森県環境パートナーシップセンター
ＮＰＯ法人ＥＣＯリパブリック白神
ＮＰＯ法人循環型社会創造ネットワーク

家　庭

恊働体制の構築

環境配慮行動の働きかけ

課題や問題点の収集・検証
節電実績と体験内容の収集
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ＮＰＯや行政・学校・生産団体等複数の主体が協議体を作り、自然栽培手法等を駆使して米作りを

する農業後継者を支援する。その収穫物を恊働の産物として販売することで地域ブランドとして育成し、そ

の一連のしくみを社会的企業として自立させるための基盤として構築する。

■農業体験・食育体験事業

十和田市の耕作地にて、自然栽培米の田植え、除草、稲刈り、仁王積み、脱穀、販売の体験を行うととも

に、収穫物を関わった方々とともに地域伝統食で食す事業を行った。

特定非営利活動法人プロ・ワークス十和田、十和田市農業政策課、とわだ自然栽培研究所、特別栽

培笑やかグループ、学校法人吉田学園十和田みなみ幼稚園、青森県立十和田西高校、沢田地区老人クラブ、

弘前大学大学院地域政策研究所、イオンスーパーセンター十和田店

実 施 日 実施事項 参加人数

平成２３年１０月１２日 稲刈り体験 １０２名

　　　　　１０月２０日 仁王積み体験 　３８名

　　　　　１０月２８日 脱穀体験 １２０名

　　　　　１１月１１日 脱穀体験 　８０名

　　　　　１２月１４日 幼稚園児との食育体験 　８０名

平成２４年　１月１７日・２０日 高校生との食育体験 　８０名

　　　　　　２月２４日〜２６日 販売会 ２００名

　　　　　　６月１２日 生産者と地元と高校生・幼稚園児による田植え １００名

　　　　　　７月１９日 生産者と幼稚園児による除草 　３８名

　　　　　　８月　４日 地元宿泊施設での観光客向けの試験的食材提供 　２６名

　　　　　　８月２８日 生産者と高校生による除草 　１８名

　　　　　１０月１２日 稲刈り体験 １００名

　　　　　１０月２５日 仁王積み体験 　３７名

住 所　〒０３４−０００１　青森県十和田市三本木字並木西４２９−４
電話番号　０１７６−２２−８０６７

事業名

事業体名

構成員名

事業概要

事業内容と成果

農業後継者育成における社会的企業基盤づくり事業

十和田地域農業による地域づくり協議会

補助金額 平成２３年度 平成２４年度 計

２，８５８，１６３ ３，０９５，９４６ ５，９５４，１０９円
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平成２５年　１月１８日 鍔釜ご飯食育 　７５名

　　　　　　１月２３日・２５日 高校生と地元老人クラブとの郷土食育 　８０名

　　　　　　２月２４日 地域での販売促進会 １００名

まだ、若手生産者が生計を得る段階まで達していないため規模の拡大を支援していく。

米作りを通じて地域を守り後世に伝えていくことが必要だということに気づくように、労力として、食べる

ことで、買うことで地域を守っていけることを働きかけていく。体験活動と食育活動の基盤ができたので今

後も活動を継続し、基盤強化に努める。生産組織の活動も継続的な情報共有の基盤ができたので、地域に情

報発信しながらネットワークの拡大をしていく。農産物の安全性については、現状栽培履歴の保存で対応し

ているが今後は検査機関での確認も検討していく。また、この活動は従来の大量生産という顔の見えない流

通から、所謂信頼という家族の延長のような流通を目指すものであるため、生産者と消費者の信頼関係によっ

て中間コストの削減と安全性を模索していく。

活動に対して継続性をもってもらうにはどうしたらよいかという部分で、大勢の人に

理解してもらい、継続性をもってもらうために、食育・講演会・ミーティング等でコミュニケーションをと

り、理解してもらえるよう努めた。そもそも自然栽培による米作りを住民（特に農業者）に理解してもらう

ことが難しかった。十和田地域は農業地域であり、土地の整備やきれいな圃場に対する意識が非常に強い地

域であるため、他人からの目をとても意識し、良い意味では相互の見守りになるのだが、他と違うことをや

ろうとすると排他的になりがちだ。やはり完璧な無農薬による雑草の処理には人一倍苦労をした。

工夫や苦労をした点

今後の展望

■販売支援の拠点づくりと「地域で支える農業」の基盤づくり

旅館組合代表との意見交換

「地域密着型観光のご提案〜　一緒に取り組みませんか？

私たちが守る自分たちの地域（農業）　〜」

日にち　平成２５年１月８日

場 所　十和田シティホテル

参加者　下山満（十和田旅館組合代表）、

　　　　高渕晃（十和田市役所）

「ないものねだりをせずあるものをみんなで活用する」、「地元の安全・安心な取組みをしている農産物を

使う」、「観光客に地域の食を通じてファンになってもらう」、「一人一組のお客様を大切にする地域」とい

う考えの元、「奥入瀬の米プロジェクト観光編」の提案を行った。

■実施体制

十和田自然栽培研究所
特別栽培笑やかグﾙｰプ

十和田西高校
十和田みなみ幼稚園
老人クラブ

イオンｽｰパｰｾﾝﾀｰ、十和田市自然食専門店、大阪飲食店

ＮＰＯ法人
プロ・ワークス十和田

十和田市、
上北県民局

体験

情報

販売

生産

コーディネート
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ＮＰＯ法人ＥＣＯリパブリック白神と社団法人弘前青年会議所とユースサミット弘前が中心と

なり、西目屋村・弘前市と協議で、白神山地の ” 自然環境をまもり ”、” 自然と共生する新たな地域づくり ”

を実践するため、これまで進みづらかった市民ファンドの設立・運営に取り組み、サステイナブルな活動基

盤財源の確保という地域課題解決に向けて、多様な主体が連携した取り組みを実施する。

■白神山地のＰＲ活動

①ホームページ、フェイスブック

平成２３年１０月に白神山地の魅力を発信してくため、ホームページとフェイスブックを開設した。

②フォーラムの開催

白神山地の素晴らしさ、地域課題意識共有、ＮＰＯ等の基盤整備、ＮＰＯ支援、財団の趣旨を市民に発信す

るためフォーラムを開催した。

③世界自然遺産登録２０周年に向けた事業

白神山地世界自然遺産登録２０周年記念事業会議（県自然保護課主催）

住 所　〒０３６−８０６１　青森県弘前市神田５−４−５
電話番号　０１７２−２９−４０９３
Ｕ Ｒ Ｌ　http://www.shirakami-foundation.or.jp/

特定非営利活動法人エコリパブリック白神、公益社団法人弘前青年会議所、ユースサミット弘前、

青森県弘前市、青森県西目屋村、青森県鯵ヶ沢町、青森県深浦町、秋田県八峰町、秋田県藤里町、

国立大学法人弘前大学、弘前商工会議所、農林水産省東北森林管理局津軽森林管理署、青森県環境生活部自

然保護課、社団法人弘前観光コンベンション協会、株式会社青森銀行、株式会社みちのく銀行

日時 場所 内容

第１回打合せ会議 平成２４年　６月２８日 弘前市総合学習センター 記念事業実施に向けた、内容、方法、
経費負担等について

第２回打合せ会議 平成２４年　８月１７日 弘前市観光館 各自治体における記念事業とアウトラ
イン検討等について

第３回打合せ会議  平成２４年１２月１１日弘前市観光館 記念事業案及び関連する事業案につい
て

講 演
「人と関わる日本の森

−社会的生態学的生産ランドスケープ
（ＳＡＴＯＹＡＭＡ）としての森−」

日 に ち 平成２４年３月２０日

場 所 弘前市

講 師 桶井史郎氏
（東京都市大学教授・東京農業大学客員教授）

参加人数 ２００名

事業名

事業体名

構成員名

事業概要

事業内容と成果

白神コミュニティ・ファンドモデル事業

白神コミュニティ・ファンド協議体

補助金額
平成２３年度 平成２４年度 計

４，７８６，５０９ ４，８４１，２２８ ９，６２７，７３７円
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一般財団法人を設立し、そこを基盤に寄付募集を行ったが、活動に対しての支援をな

かなかいただけないため、多くの方々が支援してくれるようなメニューをどうやってつくっていくかという

点に苦労と工夫をした。

■コミュニティ・ファンド基盤整備と資金調達

①ファンドに関する基盤整備と白神山地財団の活動支援

市民や企業から、財団設立資金３００万円余を募集。平成２４年２月２９日に、保護活動と研究、ブナ文化

継承、地域づくり、資源活用等の支援を目的とする一般財団法人白神山地財団を設立。

白神山地財団では設立時に㈱電通本社盛シニアプロデューサーよりファンドレイズについての支援先の確

保、資金調達、運用などに関する具体的な教授を受けた。当初は、ファンドレイザーの雇用を想定していた

が、経費面を考慮し、内部の人材で対応している。

白神山地及び白神山地財団のＰＲ活動を行うことで寄附金を

集め、その寄附金１，２１１，６０８円を原資として、コミュ

ニティ・ファンドにおいて、団体の活動支援を目的とした「白

神がんばりすと」を公募し支援した。

支援団体　３団体

支援金額　総額２０万円（１０万円１団体、５万円２団体）

一般財団法人白神山地財団が設立され、活動を開始したことから、白神コミュニティ・ファ

ンド協議体は平成２５年３月３１日付けで解散することになるが、引き続き市民ファンドに関する基盤整備

の充実や自立運営に向けた協力や支援を行っていくため、現状の構成員での活動を継続していく。

また、今後３年から５年を目処に公益財団法人を目指す。

工夫や苦労をした点

今後の展望

■実施体制

取組・広報協力

後方支援
オブザーバー

白神山地周辺自治体

運　営

連
携
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大鰐町内を重複して運行している、病院バス、福祉バス、各ホテル旅館バス、導入が予定される

スクールバスなどの大鰐町地域内交通の運行の調査や利用状況者調査などを行い、整理・検討をし、利便性が

高く、ローコストで運行でき、エコにつながる解決策を提案する。

地域内交通を整備することにより、公共交通空白地区への運行やノーカーデーの推奨も含め、高齢者の外出意

欲の向上や子どもたちが安心して外出できる環境を整える。そのためにも、町内ボランティア団体と連携し、

町立病院や駅など主要な場所で、高齢者や障害者の方たちにも利用しやすいよう、乗車受付を行って、町ぐる

みで住民自ら地域内交通の支援を行う。

②利用状況調査

デマンド型バスの運行開始後における沿線住民の利用状況、外出・移動実態、デマンド型バスに対する評

価等を把握し、事業評価に役立てるとともに、今後改善や大鰐町内を運行する他のバスとの連携運行のた

めの基礎資料とした。

大鰐町、みんなで創る住みよいまちづくりの会、大鰐交通株式会社、大鰐町教育委員会、青森コミュ

ニティビジネス研究所、プロジェクトおおわに事業協同組合、大鰐町連合婦人会、弘南鉄道株式会社、大鰐

町環境・文化ボランティア協会、大鰐町社会福祉協議会

事業名

事業体名

構成員名

事業概要

事業内容と成果

大鰐町みんなで創るエコタウン推進事業

大鰐町エコと交通検討会
住 所　〒０３８−０２００　南津軽郡大鰐町大字大鰐字前田６８−１５
電話番号　０１７２−４９−１９５５
Ｈ Ｐ　http://owani-ecoandkotsu.com/

■エコと交通に関する普及啓発、公共交通利用促進活動

①先進地視察（平成２３年１１月２１日）

岩手県雫石町のＮＰＯ法人しずくいし・いきいき暮らしネットワーク事務局長堂前義信氏を訪ね、デマン

ドバスやスクールバスの運営について説明を受け、質疑応答を行った。

③町民フォーラム（平成２４年２月１７日）

町民の地域内交通の一元運行による効果や財政的・環境的なエコの啓蒙活動の一環として開催し、町民の意

見の集約にも活用した。

日 に ち 平成２４年２月１７日
場 所 大鰐町地域交流センター　鰐 come 多目的ホール

基調講演 「デマンドバスの成功事例〜雫石町の取り組み〜」
堂前義信氏（ＮＰＯ法人しずくいし・いきいき暮らしネットワーク）

パネル
ディスカッション

工藤啓一（大鰐町企画課課長）、山谷良文（青森県交通政策課課長）、八木橋綱三（大鰐町
エコと交通検討会　会長）、堂前義信（ＮＰＯ法人しずくいし・いきいき暮らしネットワーク）

参加者数 ２８名

調査対象 大鰐町全世帯（４，３０６世帯）
調査期間 平成２３年３月８日〜３月３１日

調査項目 外出・移動の実態、デマンド型バス運行についての認知、乗車受付への意見・要望、デマン
ド型バス利用経験の有無、満足度、将来の利用意向等

配布数／回答数 ４，３０６、回収１，３１７（回収率３０．５８％）

補助金額
平成２３年度 平成２４年度 計

４，６９０，６８９ ４，８３９，９１６ ９，５３０，６０５円
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■新予約制バス予約システムの実験・検証

①乗車受付システムの導入

マルマンコンピュータサービスと委託契約を結び、平成２３年３月２７日にシステムの納品を受け、平成

２４年４月１３日よりシステム不具合の検証を行った。また、平成２４年７月２日よりエコと交通検討会

のホームページの運用を開始し、予約受付もホームページからできるようにした。

②新予約バス受付システム講習及び予約受付支援

平成２４年８月３１日・９月５日の２回と、ＪＲ大鰐温泉駅ボランティア案内所にてミニ講習会開催（１０

回）し、計５１名に対しタッチパネル式予約端末による予約の仕方の講習を実施した。

予約支援受付は、平日平均１０名ほどの受付支援を行っており、利用者には非常に講評である。予約受付

期限は今まで１時間前であったが、新システムの効果により３０分前までに短縮できるようになった。

③運行バスへの端末配備

バスへの端末配備によって、利用者の把握が瞬時にでき、誤通過防止・車両配備、予約期限時間短縮に役

立つようになった。

法人化ということを検討しつつ事業を行い、デマンドバス、病院のバス等、公共交通

の一元化ということで町とも協議したが、町からの補助金も難しく、事業内容の公共性が高いため、事業を

行うための収益をどのように得ていくかというところで大変苦労した。

今後も、町との協議を行い、各担当課を横断した町有車（病院・福祉・スクールバス）について、

その運営・運行を検討し、公共交通空白地区解消を実現させていく。特にスクールバスについては特段の取

り組みが必要であり、民間の力を活かした体制づくりを行っていく。

また、法人化に向けての検討をしており、本モデル事業で行ってきたことを活かす活動を中心に事業展開し

ていくため、事業を継続していくための収益を得る手段を検討していく。

工夫や苦労をした点

今後の展望

■バス利用者の声

• とても助かっている。続け

てくれないと交通が出来な

くなってしまう。

• 病院へ行く時など助かりま

す。

■実施体制

大鰐町路線バス
（デマンド型バス）

交通のプロとしての助言

鉄道利用促進でエコを推進

事業実施への協力

教育の立場から助言

運営・事務

事務連絡

高齢者移送に関する助言

事業実施を連携して行う

事業の実施主体
大鰐町

新しい公共の担い手を支援

協議

提案

大鰐町地域
公共交通会議
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環境保全のため草刈りを行う。環境公共の周知、啓発の為、フォーラムを開催する。市民農園

として一般に開放する。岩木川観光モニターツアーを開催する。

特定非営利活動法人つがる夢庭志仙会、特定非営利活動法人ほほえみの会、特定非営利活動法人空・

川・山・海・大地を愛する会、特定非営利活動法人ふるさと再生機構、坂田啓一税理士事務所、環境公共学

会、青森県土地改良事業団体連合会、西津軽土地改良区、青森県農林水産部農村整備課、つがる市経済部農

村整備課株式会社伊藤鉱業

事業名

事業体名

構成員名

事業概要

事業内容と成果

ふるさと津軽再生活性化プロジェクト

岩木川環境公共ネットワーク協議会
住 所　〒０３８−０２００　つがる市柏下古川絹川１１１−３
電話番号　０１７３−３４−５４３５

■自然及び地域環境保全に関する事業

環境保全のため、草刈りを５回、岩木川河川樹木伐採を２回行った。福島堰などの草刈りにより環境保全

を促進すると共に、景観向上に寄与することができ、周辺住民に好評価を得、また、ポスター・チラシ配

布により環境保全に関する意識啓発を図った。

実施日 内容 参加者数

平成２４年　５月２８日 柏第三小学校水路草刈り 　３名

　　　　　　９月１８日 柏第三小学校水路草刈り 　５名

　　　　　　９月２５日 福島堰下流部草刈り、片付け １０名

　　　　　１０月　９日 福島堰草刈り、片付け １０名

　　　　　１０月１８日 つがる市木造消防周辺水路草刈り、片付け 　５名

　　　　　１２月１８日 つがる市柏下古川、岩木川河川樹木の伐採、片付け １０名

　　　　　１２月１９日 〃 　４名

■環境公共の推進や普及促進に関する事業

岩木川流域の自然環境や伝統的な文化・習慣の保全・再生に向けた活動、環境公共を展開していくために、

現場に携わる認知度の高いスペシャリスト講演により環境公共についての発信を行った。

岩木川環境公共フォーラム

日にち 平成２３年１１月２３日 場 所 弘前市総合学習センター

補助金額
平成２３年度 平成２４年度 計

１，６８０，９８９ ９７３，２４３ ２，６５４，２３２円
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フォーラムなどをはじめこれまで実施してきた事業を今後も継続し、環境保全の一端を

地域住民と共に担っていく。また、今回培われた実績を生かし津軽道の平成２６年開通に向けて気運を盛り

上げる為世界農業遺産の登録を目指し取り組む。

事業では、岩木川にて伐採を行うことになっていたが、岩木川は国交省の管轄のため、

書類のやりとりなどに時間がかかり、許可を得るまでに半年かかることになった。そのため、１２月下旬や

３月などの雪の積もった季節に伐採することになり、除雪のために予算以上に経費がかかることになったが、

ボランティアの協力を得て乗り越えることができた。

また、環境に配慮し木造の建物を建てたが、予算がそれほどあったわけではないので、リサイクル品を活用

したり、ここでもボランティアの方々に頑張っていただいた。

工夫や苦労をした点

今後の展望

内容

• 「岩木川の歴史と今後の河川管理について」　盛谷明弘氏（青森河川国土事務所所長）

• 「持続可能な農業が明日の津軽を拓く」　　　葛西憲之氏（弘前市長）

• 「津軽の風土が織りなす生活文化の歴史」　　三村三千代氏（八戸短期大学客員教授）

参加者数 ３００名

■耕作放棄地の有効活用による「ユニバーサル市民農園」に関する事業

平成２３年９月下旬から、つがる市柏下古川地区の

夢庭広場に作業小屋「和」を建設し、１２月下旬に

完成した。

市民農園として一般に開放し、平成２４年度は五所

川原市内から４家族の使用申し込みを受け、種付け

から収穫に至るまで楽しんでもらった。また、ＮＰ

Ｏ法人ほほえみの会の方々にも利用していただき、

一般市民との関わり交流をもった。

フォーラム参加者の声

• 岩木川の水が、津軽全域にとっていかに必要で、先人たちが努力してきたし、今も努力が続けられて

いることがわかりました。この財産を私たちも守り育ててゆくことが大切だと痛感しました。

• 環境公共の連携の大切さを知る事ができた。

ＮＰＯ法人
つがる夢庭志仙会

㈱伊藤鉱業 西津軽土地改良区
モニターツアー案内

市民農園活動

坂田税理士事務所
経理

広報活動

雑木伐採・
清掃活動

事業の実施主体

ＮＰＯ法人ほほえみの会
ＮＰＯ法人空・山・川・海・大地を愛する会

ＮＰＯ法人あおもりふるさと再生機構
環境公共学会
青森県土地改良事業団体連合会
青森県農林水産部農村整備課
つがる市経済部農村整備課

■実施体制

作業小屋「和」



60

観光名所周辺にある埋もれた観光資源を浮上させる情報発信力強化、旅行者の車での周遊案内支援

など、個人や小グループ旅行者のニーズに対応した着地側での地域情報発信態勢の整備を進める。

■地域の現場からの情報発信

太宰ミュージアム公式サイト（http://dazai.or.jp）に、体験交流施設や飲食店など、地域の現場の情報も

盛り込み、名所のみならず周辺にある深堀した地域情報を現場から発信できるよう公式サイトを拡張した。

情報発信手段として、ケータイひとつで簡単に情報入力できるツール ( 平成２２年度五所川原市で構築し

た奥津軽の食の魅力発信サイト「奥ツウりずむ（http://www.oku2.jp）」の機能を活用）を、飲食店や体

験施設などの地域の事業者に提供し、事業者自ら直接的に発信してもらっている。

また、太宰ミュージアム公式サイトのスマートフォン版を平成２３年１２月２６日開設した。

■ソーシャルメディアの活用

facebook や twitter など、市民からの情報がネットの人脈を

通じて、速いスピードで拡散されるソーシャルメディアを利

用し、太宰ファンや旅行者への情報伝播の促進を図った。

また、地域の事業者がソーシャルメディアを活用するための

講習会を開催した。

住 所　〒０３７ー０２０２　五所川原市金木町朝日山３１７−１
電話番号　０１７３−５３−２０２０

特定非営利活動法人かなぎ元気倶楽部、青森県西北地域県民局地域連携部、五所川原市経済部商工

課、五所川原市教育委員会社会教育課、東日本旅客鉄道株式会社五所川原駅、津軽鉄道株式会社、株式会社

青森銀行金木支店、株式会社みちのく銀行金木支店、協同組合あすなろ商店会、金木商工会、金木商工会青

年部、津軽地吹雪会、トヨタレンタリース青森、特定非営利活動法人地域情報化モデル研究会

事業名

事業体名

構成員名

事業概要

事業内容と成果

太宰ミュージアム着地型観光情報モデル構築事業

太宰ミュージアム運営委員会

補助金額
平成２３年度 平成２４年度 計

３，９３６，８４６ ー ３，９３６，８４６円

情報発信サービスの活用講習会

日にち 平成２４年１月２６日 参加者数 １１名

■周遊ルート案内

①Ｗｅｂサイト上での周遊ルート計画支援

青森県観光連盟（aptinet）で利用されている、県内の観光案内を集積し、複数の観光スポットを最適に

つないで周遊観光ルートを自動で提案してくれる「My ルートガイドサービス」を太宰ミュージアム公式

サイトにも組み込み、平成２４年１月下旬に公式サイトの拡張版を公開し、当地を訪れる旅行者の県内全

域での周遊計画を支援できるようにした。
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レンタカー会社、県内観光拠点での高機能ガイドマップ配布を拡大、Ｍｙルートガイドをア

ピールし、観光客への情報提供、移動・観光プランニング支援を強化していくとともに、地元業者からの店

舗情報提供を強化推進していく。スマートフォン利用者増加に対応し、拠点施設を中心にＷｉ−Ｆｉスポッ

トを整備し、観光客への情報取得利便性向上環境を整備していく。

情報発信の講習会を開催したが、情報発信の手段を体得するまでが難しく、モバイル

端末、パソコンを使った情報発信に不慣れな方にどう伝えればいいかという部分に苦労をした。また、年配

の方など、一応操作方法を習ったが実際に操作する段階になると不安が出てしまう方々へ、安心して操作し

てもらえるよう総合的なお手伝いを心がけた。

工夫や苦労をした点

今後の展望

②高機能観光ＭＡＰの製作

当地を巡るにはその拠り所としての観光ＭＡＰは欠かせな

いが、旅行者の移動の効率向上を図るとともに地域の魅力

を立体的に発信するため、この観光ＭＡＰに Mobile ルー

トガイドと観光ガイドマップとの連携機能とスポット番号

を活用した二次情報提供機能を実装した。

Mobile ルートガイドは、観光ＭＡＰ上の行きたい観光ス

ポットの番号をケータイに入力することで、それらを最短

ルートでの移動順序や走行距離、走行時間などを自動計算

してくれるサービスで、トヨタレンタリース青森より提

供を受けた。

スポット番号を活用した二次情報提供では、観光スポッ

ト毎にスポット番号を表記し、ケータイからそのスポッ

トの詳細情報や周辺情報などを手軽に確認できるように

し、クーポン発行などの公告としてもスポット番号を活

用し、詳細な店舗情報やケータイを使ったクーポン発行

などを可能にした。

③着地での旅の起点となるレンタカー店舗の活用

周遊ルート計画に便利な上記の高機能観光ガイドマップをトヨタレンタリース青森の協力により、同社の

新青森駅店をはじめとする県内１０店舗に設置した。

Mobile ルートガイド

観光ＭＡＰ

■実施体制
太宰ミュージアム
運営委員会

ＮＰＯ法人
かなぎ元気倶楽部 トヨタレンタリース

モニターツアー案内

情報活用支援

事務局・サイト運営

ＮＰＯ法人地域情報化モデル研究会

企画
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青森県内で最も津波被害の大きかった八戸市湊浜通り地域の高齢者からの要望に応えるために高台

に集中するスーパーや病院等を循環するコンパクトなコミュニティーバスを運行することで生活支援を行

う。また、今後津波が発生した場合、車のない高齢者を高台に避難させる役目を担う防災バスでもあり、さ

らに月に１回特別療養イベントとして班毎に温泉療養を実施し、被災地域高齢者の震災ストレス解消と健康

増進を支援する。

特定非営利活動法人海の八戸ＮＰＯ、八戸市港湾河川課、八戸市観光課、八戸大学、八戸短期大学、

海の朝市実行委員会、ブルーカンパニー（株）、（有）観光漁業食品、汐越町内会、特定非営利活動

法人青い海

夏期運行時刻
午前 ８：００ ９：００ １０：００ １１：００

午後 １：００ ２：００ ３：００

所用時間 １周 約４５分

みなとオアシス八戸復興ステーション　　　　　→　　　　→　　　　→　　　　　　　→　　　　　　→　

　　　　　→　　　　　　　　　→　　　　　　　　→　　　　　　→　　　　　　　　　　　→　　　　　

　　　　→　　　　　→　　　　　→　　　　　　→　　　　　　→　　　　　　　→　　　　　　　→　　

　　　　　→　　　　　　　→　　　　　　　　→　　　　　　　　→

浜須賀 汐越一部 八戸酒造酒蔵

陸奥湊駅

みなとの駅

みなとの駅

ダイソー平和病院湊病院

湊浜通り生活館

スーパーみなとや

眞照堂湊高台店

青森労災病院

よこまちストア東運動公園

福祉の駅

三光ストア

セプドール白銀店

スーパードラックアサヒ

白銀公民館・支所

船越内科外科病院前 ビックハウス

事業名

事業体名

構成員名

事業概要

事業内容と成果

被災地域高齢者買物・医療・コミュニティーバス運行支援
モデル事業

みなとオアシス八戸運営協議会
住 所　〒 ０３１ー０８１１　八戸市新湊１−２４−２２　海の八戸ＮＰＯ
電話番号　０１７８−３５−４３７０
Ｈ Ｐ　http://minatoeki8nohe.net

■コミュニティーバス運行事業
運転手１名、車掌兼付添い係半日交代２名の体制で、被災者や震災失業者を雇用し、利用対象者は被災地

域の６５歳以上の高齢者で、乗車は無料とした。

※空席があれば、該当者以外の方々の乗車も可能とした。

バス停設置場所２０カ所　　時刻表のみ掲示場所（東運動公園）１カ所　　計２１カ所

コミュニティーバス運行ルート

補助金額
平成２３年度 平成２４年度 計

１，８３７，２３７ ７，７６９，８７４ ９，６０７，１１１円
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冬期運行時刻
午前 ９：００ １０：００ １１：００

午後 １：００ ２：００ ３：００ ４：００

所用時間 １周 約５０分

平成２４年　４月 ５月 ６月 ７月 ８月

利用者数 ５３２人 ５７６人 ５９５人 ６３５人 ６４６人

９月 １０月 １１月 １２月 平成２５年　１月

利用者数 ６９９人 ７４８人 ７４４人 ７５０人 ５７４人

２月 ３月 合計
利用者数 ５８５人 ６５８人 ７，７４２人

被災地域高齢者等の方々から改善点や要望を聞き取り調査し運行コース内の必要施設

選定、コースの改善、バス停増設や季節ごとのバス運行時刻等を改正し、利便性向上のための工夫をした。

被災地域高齢者等の方々へもっと利用してもらうため、コース内の各施設でのイベント情報を紹介したり、

自主イベントを開催し、バスの周知と利用者を増やす工夫をした。

バス停増設の要望に応えるため、バス停設置施設や敷地の所有者等に設置協力のお願い文と資料を持参して

説明し、許可や承諾を頂くことに苦労した。

バス停設置協力施設の企業や行政等と協議し継続することとなった。バスは７人乗りのワゴ

ン車に小型化し、便数も７便から４便に減らし運転手等は関係者がボランティアで行うこととした。また、

被災地域隣接地で開催される朝市等の各種イベントと連携し、今後も１年間、被災地域の高齢者などの生活

支援を継続することにした。

工夫や苦労をした点

今後の展望

■被災者支援募金箱のバス内設置
１年３ヶ月の事業期間に乗車した方々から募金を

頂き、八戸市に全額寄付をした。

２３年度募金額　　３，２５８円

２４年度募金箱　１７，２３５円

■バス利用者の声
• 時間通りの運行で良かった。自家用車がない

人には便利になりそう。

• 日曜日も走ってくれるから助かります。

平成２４年１１月２０日から運行時刻１時間繰り下げ改正

被災地域買物・医療・コミュニティーバス利用者数

ＮＰＯ法人海の八戸ＮＰＯ
八戸大学　　八戸短期大学

八戸市建設部港湾河川課
八戸市まちづくり文化観光部観光課

国土交通省東北地方整備局
八戸港湾・空港整備事務所

経理

事業協力

コース設定

海の朝市実行委員会
八戸みなと漁業協同組合白銀小型部会
ブルーカンパニー㈱
㈲観光漁業食品

試験運行実施■実施体制
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岩手県宮古市を中心とした北三陸地域の復興を支援するため、青森県内の大学生・若年者等に広く

呼びかけ、若年者復興支援センター宮古が主催するボランティアツアーに参加するとともに、宮古市地区周

辺の産品を、青森県で販売する。

■ボランティアツアー

青森県内の大学生・一般人に広く呼びかけ、若年者復興支援センター宮古、ＮＰＯ遠野まごころネットと

共同でボランティアツアーを企画・開催した。

特定非営利活動法人プラットフォームあおもり、青森市、若年者復興サポートセンター宮古

学校法人青森田中学園、青森県若者サポートステーション（現ひろさき若者サポートステーション）、

弘前大学ボランティアセンター

日程 参加者数 活動場所 活動内容

平成２４年

３月１８日〜２０日
２２人 宮古

リハビリ体操・ギター弾き語り・エコバック作り・ネイ

ルアート・傾聴・千羽鶴づくり・編み物・装飾品づくり

５月１９日〜２１日 ３２人 宮古 ブナコ制作体験教室、被災地見学

８月１７日〜１９日 ２５人 宮古
青森からの親子ツアー者と宮古周辺の親子の交流、工作

体験教室、被災地見学

１０月１３日〜１４日 ６５人 大槌 復興祈願高校野球交流試合、被災地見学

１２月　８日〜９日 １８人 大槌 まごころ百姓隊ボランティアツアー、被災地見学

平成２５年

２月２３日〜２４日
１２人

大槌町、

山田町
ブナコ制作体験ボランティア、日曜お茶会、被災地見学

平成２５年

３月２３日〜２４日
２４人 大槌町 里山の整備、農園の復活作業

事業名

事業体名

構成員名

事業概要

事業内容と成果

北三陸復興支援プラットフォームづくり事業

北三陸復興支援プラッフォームづくり協議会
住 所　〒 ０３９ー３５０１　青森市浅虫字蛍谷６５−５２
電話番号　０１７−７５２ー２７２５　

補助金額 平成２３年度 平成２４年度 計

４１０，４９９ ７，０１９，８５２ ７，４３０，３５１円
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特にはないが、ニーズに応えるため、既存のネットワークを最大限活かすよう工夫をした。復興が徐々に進み、

ボランティア活動内容もガレキ撤去等の力仕事中心のものから住民の心のケアへとシフトしてきていること

から、「工作体験教室」、「復興祈願−高校野球交流試合」等、新鮮な企画の提案型支援をするように工夫した。

企画があればまた参加したいという要望があり、平成２５年度は助成金や補助金に頼る事無く事業推進する

ことを検討しており、第１回目のボランティツアーは９月２１日（土）、２２日（日）に開催する。

工夫や苦労をした点

今後の展望

■北三陸産品販売

　宮古・三陸地域の産品を、青森や首都圏で販売した。

産品販売（海鮮閣にて）

ＮＰＯ法人
プラットフォームあおもり

ボランティアツアー受入窓口
青森市
弘前大学ボランティアセンター
㈻青森田中学園
青森県若者サポートステーション

ボランティア募集
若年者復興サポートセンター宮古
ＮＰＯ遠野まごころネット

事業統括

■実施体制
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２０１１年の東日本大震災で、災害救助犬の頭数が足りず、効率的な捜索ができなかった問題を解決して、

災害時に一人でも多くの行方不明者を救出するために、災害救助犬の育成に関する専門的な技術、手法を学

び、さらに開発し、より多くの災害救助犬を青森県から社会に提供する。

■災害救助犬育成

育成頭数　６頭

訓練場所　災害救助犬・捜索犬訓練施設「イヌヒトくらす」

平成２４年１０月から平成２５年３月までの６ヶ月間、災

害救助の候補犬とハンドラー（犬の持ち主）が一緒になっ

て調教・教育を受けた。

第１段階として服従訓練、第２段階として一般的な捜索基

本訓練を行った。

特定非営利活動法人北東北捜索犬チーム、災害救助犬岩手、鈴木ドッグスクール、第一警察犬訓練

学校、ナオ・ドッグスクール、青森県動物愛護センター、特定非営利活動法人災害救助犬ネットワー

ク

年 月 訓練内容 訓練時間

平成２４年１０月 服従訓練 ３５．５時間

平成２４年１１月 服従訓練 ３８時間

平成２４年１２月 服従訓練 ３６時間

平成２５年　１月 服従訓練、捜索訓練、復習訓練 ３３時間

平成２５年　２月 捜索訓練、復習訓練 ３３時間

平成２５年　３月 捜索訓練、復習訓練 ２２時間

住 所　〒０３８ー１３４２　青森県青森市浪岡大字樽沢字村元３６５−４
電話番号　０１７２ー６２−７２１３
Ｈ Ｐ　http://www.geocities.jp/inuikusei2012/

事業名

事業体名

構成員名

事業概要

事業内容と成果

災害救助犬育成事業

災害救助犬育成連絡協議会

補助金額

■災害救助犬育成連絡協議会で作成したロゴ

平成２３年度 平成２４年度 計

ー ３，１９９，９７９ ３，１９９，９７９円
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今回の事業は、天候との戦いであり、１０月から３月の間、晴れの日は少なく、雨、雪、

吹雪の日が多かったが、期間が限られていることもあり、犬も人もびしょぬれ雪まみれとなったが、悪天候

にめげずに皆で浪岡に集合して訓練を行った。また、大雪のため駐車場の除雪が大変であった。６台から８

台の車両の駐車スペースが必要であったため、早めに集合して訓練施設の駐車場の除雪をしたが間に合わず、

業者にお願いして除雪をしてもらった。

この大雪を利用し、工夫して雪山を作り、そこに横穴や縦穴をほり、その穴に人が隠れて犬の捜索訓練を行っ

た。

県の支援は終了したが、新しい犬もさらに参加するなどして訓練は今後も継続していく。今年

は災害救助犬の試験を受けるレベルには達していないが、犬も人も人命救助の目標に向かって進んでおり、数

年後には、この協議会から災害救助犬が誕生すると考えている。

現在訓練している状況を沢山の人に見ていただき、１人でも１頭でも多くの人と犬が、一緒に災害救助犬の育

成に参加してくれることを願っている。「その時のために育てよう、災害救助犬！」

工夫や苦労をした点

今後の展望

■災害救助犬活動シンポジウム

青森県内には実働する災害救助犬が２頭いるのみで、大規

模な災害が発生した際に迅速で綿密な対応ができない現状

にあるため、多くの災害救助犬を育成・普及する環境をつ

くり、災害救助犬の活動について関係者の理解を図るとと

もに、県民にも周知を図ることを目的としてシンポジウム

を開催した。

と き　　平成２５年３月１０日

と こ ろ　　青森県動物愛護センター

内 容　　・災害救助犬の活動に関する資料展示

　　　　　　・災害救助犬に関するパネルディスカッション

　　　　　　・講演「これからのペット防災　〜防災から減災へ〜」

　　　　　　　　　　会田保彦（公益財団法人　日本動物愛護協会常任理事）

　　　　　　・訓練中の災害救助犬候補犬６頭のデモンストレーション

　　　　　　・災害救助犬と青森県救助救護検討会との連携による救出活動デモンストレーション

来場者数　　約５００人

ＮＰＯ法人
北東北捜索犬チーム

情報提供と指導・助言災害救助犬岩手
鈴木ドッグスクール
第１警察犬訓練学校
ナオ・ドッグスクール

調教・教育技術の提供・実践

青森県動物愛護センター
ＮＰＯ法人災害救助犬ネットワーク

事務局・事業管理■実施体制
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里地里山において低下した活力を再生させるため、行政・関係団体・専門家・ＮＰＯ等が連携して住民の意

識・意向や地域活動等の現状を調査し、その結果をベースに地元の意向をふまえながら、当該地域にとって

望ましい活力再生方策の構築をめざす。

■地域資源調査

中泊町薄市地区、弘前市鬼沢地区の２地域を対象とし、里地

里山を有する地域住民や関係者が参画し、共通の目標として

認める里地里山を守っていくための活力再生方策を検討し構

築する作業を行った。

調査方法

①地区の宝物（特徴、地域資源）や問題点（改善した方がよ

い所）などを発見し、今後の両地区の方策づくりを考える

基礎資料を収集した。

②参加者は地域住民、県職員、水土里ネット職員、大学生である。また、農村計画分野の専門家である弘

前大学の藤崎先生には調査の段階から参加して頂き指導を受けた。

③調査は、エリア分けして各班属性を混ぜて４、５人程度とし案内人、発見人、カメラ係、世話役等を決

め行った。

④調査結果を地域資源カードには、現状の説明とそれに対する意見・感想を記入した。

特定非営利活動法人あおもりふるさと再生機構、青森県土地改良事業団体連合会、青森県農林水産部農村整

備課、環境公共学会、鬼沢楢木土地改良区、十三湖土地改良区

住 所　〒０３０ー０８０２　青森県青森市本町２−６−１９
電話番号　０１７ー７７７−５９０６

薄市地区 鬼沢地区
とき 参加者数 内容 とき 参加者数 内容

平成２４年１１月１５日（木） １２名 関係者説明会 平成２４年１１月２８日（水） １５名 関係者説明会

　　　　　１１月２１日（水） １３名 現地調査 　　　　　１２月　５日（水） １９名 現地調査

　　　　　１２月１９日（水） １３名 第１回検討会 　　　　　１２月２７日（火） ７名 検 討 会 事 前 打
合せ

平成２５年　１月１７日（木） １１名 第２回検討会 平成２５年　１月　９日（水） １５名 第１回検討会

　　　　　　２月１８日（月） １１名 第３回検討会 　　　　　　２月２６日（火） １７名 第２回検討会

事業名

事業体名

構成員名

事業概要

事業内容と成果

里地里山における活力再生モデル事業

ふるさとコミュニティ・ネットワーク協議会

補助金額
平成２３年度 平成２４年度 計

ー ６９９，９８２ ６９９，９８２円
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方策の検討・作成

①現地調査において把握しきれなかった地域資源について検討会において聞き取りを行うと共に、課題と

その方策について整理した。

②方策と地域資源を取りまとめたマップを作成し関係集落の全戸数および県内の関係団体に配布した。

③調査結果については、詳細を記した報告書を作成し提出した。

④成果物については、方策となりうる地域資源を取りまとめたマップを作成し関係集落の全戸数および県

内の関係団体に配布した。

■現地調査参加者の感想

• 外部者による刺激が重要であり、地元住民でもなかなか見ることができなかったものを見ることがで

きた。

• 目線がいつもと違って見えて、楽しく新しい発見ができた。

本事業により、地域の魅力を再確認した両地区では、マップに記された「これからやっ

てみたいこと」の実現に向けて動き出したところである。鬼沢地区では、鬼神伝説と藤田民次郎の功績を広

く紹介することで、交流人口の増加を図る試み（グリーン・ツーリズムや創作演劇の上演等）を展開するこ

ととしており、薄市地区では、「さなぶり祭り」の復活や「ほたるの里」づくりを検討している。本協議会では、

これらの方策に参画するとともに、地域のお宝マップを広く紹介することで、より多くの人々が地域に興味

を抱き、地域の応援者として相互の交流が深まるよう、その機会づくりに努めることとしている。

地域に存する宝物（歴史的建造物や自然等）には、古くから伝わる言伝えや伝説等、様々

なエピソードが盛り込まれており、それらの由来を共有し、後世に伝えていくことは、地域が地域として継

承されてゆくためには欠かすことのできないことである。この繋がりに少しでも役立つことを願いながら、

地域の宝物をまとめたマップを作成したものであり、作成に際しては、地域の将来を担う若者たちの目にと

まることを念頭におき、普段見慣れた地域資源に秘められた数々のエピソードが、彼らに興味を持って受け

入れられるよう、以下の点に工夫を講じた。視覚的な効果として、お宝の在り処が一目でわかるよう、大学

生の手作りイラストをマップに採用した。また、お宝の由来の紹介は、誰もが気軽に目を通せるよう、簡潔

な表現に配慮した。

　　　　　　３月１２日（火） １２名 第４回検討会 　　　　　　３月１５日（金） １６名 第３回検討会

今後の展望

工夫や苦労をした点

■実施体制

ふるさとコミュニティネットワーク協議会

ＮＰＯ法人
あおもりふるさと再生機構

地域検討会への指導・助言

事業全般への指導・助言

青森県農林水産部
農村整備課

事務局

青森県土地改良
事業団体連合会
地域資源調査支援

地域と事務局との連絡調整

地域と事務局との連絡調整
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本誌にて紹介した新しい公共の場づくりのためのモデル事業の詳細については、下記の青森県ホームページにてご覧

になれます。

http://www.pref.aomori.lg.jp/life/volunteer/atarasiikoukyou-model.html


